
 
 
独立行政法人水資源機構 
決算等説明資料 



平成２８事業年度決算のポイント 

（２）資本金は、143百万円減額し、7,349百万円 
 
   独立行政法人通則法の規定に従い、出資財産である研修所の売り払いに伴い国庫納付を行ったことによる。 
    ※３つの宿舎については国庫納付が未了のため、納付が行われる29年度に減資する予定（減資額1,596百万円）     

（３）当期総利益は、3,511百万円（前年度比1,069百万円増） 
 
  ・財務収支差の影響（Ｈ27：2,545百万円→Ｈ28：2,937百万円、391百万円の増）。 
  ・退職給付費用（引当金への繰入額）が△529百万円（戻入、マイナス費用）となった。 
    ⇒厚生年金基金の将来部分の代行返上を反映したことなどが要因 

（注）単位未満は切り捨てとしている 

（１）総資産は、3,649,626百万円（前年度比3.9%減）  
 
<トピック> 
 ①丹生ダムの事業実施計画廃止の認可を反映 
  ・建設仮勘定計上額を水没予定地を除き全額減損処理（減損額合計56,022百万円） 、水没予定地は減損後の額を土地へ計上。    
   ⇒これらの影響もあって、建設仮勘定は対前年比8.3％減。 
 ②保有の必要性の検証などにより不要と判断した資産について、減損の認識を行った。 
  ・減損額は6,170百万円。 
   ⇒これらの影響もあって、事業用固定資産は対前年比2.5%減。 
 ③本社と関西・吉野川支社の宿舎、研修所の売却処分により、一般管理用固定資産が対前年度比20.0%減 
 ④通則法による不要財産の国庫納付 
   ・出資財産（一般管理用）：完了１件（納付額44百万円、減資143百万円）、未了３件（納付額2,611百万円、減資1,596百万円） 
   ・事業用：納付額304百万円（うち未払124百万円）＜臨時損失計上＞  
 
    



平成2８年度の決算概要 

1. 貸借対照表 

2. 主要な資産の動向 

3. 主要な負債の動向 

4. 利益剰余金の動向 

5. 損益計算書 

6. キャッシュ・フロー計算書 



１．貸借対照表 
（単位：百万円）

H28末 H27末 増 減 H28末 H27末 増 減

Ⅰ　流動資産 95,084 99,501 △ 4,416 Ⅰ　流動負債 65,247 67,285 △ 2,037

38,532 48,459 △ 9,927 6,000 5,700 300

18,100 12,299 5,800 40,463 40,758 △ 295

37,449 37,098 351 18,784 20,826 △ 2,042

1,002 1,643 △ 641 Ⅱ　固定負債 3,507,853 3,651,037 △ 143,183

Ⅱ　固定資産 3,554,542 3,698,175 △ 143,633 3,144,254 3,243,117 △ 98,863

2,903,969 2,978,429 △ 74,459 　　 資産見返補助金等 2,903,238 2,977,642 △ 74,403

建物 26,107 27,595 △ 1,487 建設仮勘定見返補助金等 230,729 244,463 △ 13,733

構築物 2,647,262 2,714,906 △ 67,644 資産見返仮勘定 10,286 21,011 △ 10,725

機械装置 70,783 72,522 △ 1,739 10,000 12,000 △ 2,000

土地 152,122 155,634 △ 3,512 310,770 350,901 △ 40,131

その他（工具器具備品等） 7,693 7,770 △ 76 42,631 44,815 △ 2,183

7,814 9,773 △ 1,959 197 203 △ 6

259,182 282,497 △ 23,314 3,573,101 3,718,322 △ 145,221

383,575 427,474 △ 43,899

投資有価証券 11,117 11,279 △ 161 H28末 H27末 増 減

割賦元金 366,015 410,196 △ 44,180 Ⅰ　資本金（政府出資金） 7,349 7,492 △ 143

その他（長期前払消費税等等） 6,442 5,999 443 Ⅱ　資本剰余金 △ 574 △ 1,448 873

Ⅲ　利益剰余金 69,751 73,310 △ 3,559

76,525 79,354 △ 2,828

3,649,626 3,797,676 △ 148,049 3,649,626 3,797,676 △ 148,049

（注）百万円未満は切り捨てとしている。

長期借入金
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２．主要な資産の動向 （1） 

2,978,429百万円 
（注）単位未満は切り捨てとしている 

2,903,969百万円 

要因 
管理業務等の実施に伴う取得     3,583百万円 

積立金活用による取得               3,240百万円 

事業完了・廃止に伴う振替         

  武蔵水路改築28実施分      185百万円 

   丹生ダム水没予定地               151百万円 

 

7,159百万円 増 

要因 
減価償却                           74,038百万円 

除却                                 1,410百万円 

減損                       6,170百万円 

 

       

     

81,619百万円 減 

① 事業用固定資産 

 形態別に分類し計上 
 構築物（ダム、水路、堰本体） 
 建物（管理事務所、管理用宿舎） 
 機械装置（ダム制御用設備、選択取水設備）外 

H28年度末 H27年度末 

減74,459百万円 



２．主要な資産の動向 （2） 

259,182百万円 

要因 
事業完了等に伴う振替 
   武蔵水路改築28実施分      189百万円 
   丹生ダム水没予定地       151百万円 
   丹生ダム建設利息          49百万円 
丹生ダム減損          56,022百万円 
管理業務実施に伴う振替等   2,339百万円 
 （前期計上分の当期完成）     
 

（注）単位未満は切り捨てとしている 

H28年度末 H27年度末 
282,497百万円 

58,753百万円 

要因 
建設事業の進捗                     33,077百万円 
管理業務実施に伴う計上等      2,360百万円    
 （仕掛かり中のもの）                         

35,438百万円 

減23,314百万円 

増 

減 

② 建設仮勘定 

 ダム・用水路等の新築・改築事業等の実施に係る経費（建設利息を含む）等を計上 



２．主要な資産の動向 （3） 

（注1）単位未満は切り捨てとしている （注2）流動資産と固定資産に計上している金額の合計を記載 

403,465百万円 

H28年度末 H27年度末 
447,294百万円 

減43,829百万円 要因 
既定償還受入        37,353百万円 
繰上償還受入               2,947百万円 
一時支払受入         4,155百万円 
 
 

44,457百万円 

要因 
 事業完了等に伴う新規増   
   武蔵水路改築28実施分     59百万円 

   丹生ダム廃止に伴う分   568百万円 

    

        

627百万円 増 

減 

③ 割賦元金 

 新築・改築事業に借入金等を充当し、事業完了後利水者より割賦等償還を受けることとなる金額を計上 



３．主要な負債の動向（1） 

351,233百万円 

H28年度末 H27年度末 
391,660百万円 

減40,426百万円 

（注1）単位未満は切り捨てとしている （注2）流動負債と固定負債に計上している金額の合計を記載 

16,000百万円 

H28年度末 H27年度末 
17,700百万円 

減1,700百万円 

要因 
 当期償還 

5,700百万円 

要因 
 新規発行 

4,000百万円 増 

減 

④ 長期借入金（財政融資資金等） 

要因 
 当期返済 

      

44,926百万円 

要因 
 新規借入 

4,500百万円 増 

減 

⑤ 水資源債券 



３．主要な負債の動向（2） 

（44,213百万円） 

H28年度末 H27年度末 
44,815百万円 

 
（注）単位未満は切り捨てとしている 

42,631百万円 

⑥ 退職給付引当金 

601百万円 

H28年度期首 

減 
厚生年金基金の代行返上 
（将来分）の認可に伴う減少 

（減1,581百万円） 

 28年度の取崩額 

減 1,653百万円 

 役職員へ支給する退職手当、厚生年金基金から支払われる年金給付などに係る引当金を計上 

（減601百万円） 

 減2,183百万円 

引当金への繰り入れ 
 経年による増        957百万円 
 割引率上昇等 △1,829百万円    
 年金資産減      944百万円 
＊割引率0.4％→0.6% 

増 71百万円 

H29.5.1付けで認可を受けた過去返上分については、29事業年度決算で反映される。 
 利益見込額（引当金減額）：18,032百万円 



４．利益剰余金の動向 

（66,239百万円） 
H28年度末 H27年度末 

73,310百万円 
（うち未処分利益 2,441百万円） 
（注）単位未満は切り捨てとしている 

69,751百万円 

当期未処分利益 
3,511百万円 

利益剰余金 

  減 3,559百万円 

内訳 
 資産取得対応      3,351百万円 

（資産見返負債又は資本剰余金へ） 
 費用対応         3,719百万円 

（収益化） 

7,070百万円 積立金取崩しによる減 



５．損益計算書（1） 

（注）単位未満は切り捨てとしている 

平成27年度 平成28年度 

経常収益 
118,857百万円 

（内訳） 
受託収入          1,025百万円 
補助金等収益30,175百万円 
管理雑収入       1,056百万円 
資産見返戻入 74,929百万円 
建仮見返戻入  1,080百万円 
固定資産売却   229百万円 
財務収益        10,333百万円 
雑益          26百万円 

経常費用 
137,838百万円 

（内訳） 
管理業務費    32,561百万円 
受託業務費      2,630百万円 
建設事業費   9,916百万円 
一般管理費    10,443百万円 
（うち退職給付費用  
                           8,829百万円） 
減価償却費等 72,960百万円 
財務費用          9,325百万円 

経常収益 
127,809百万円 

（内訳） 
受託収入            2,700百万円  
補助金等収益  29,384百万円  
管理雑収入           961百万円 
資産見返戻入 72,904百万円 
建仮見返戻入    9,916百万円 
固定資産売却      7百万円 
財務収益         11,870百万円 
雑益            62百万円 
 

当期純損失 
249百万円 

積立金取崩額 
7,912百万円 

当期総利益  3,511百万円 
（△249百万円＋3,761百万円） 

臨時利益 500百万円 

経常費用 
119,106百万円 

（内訳） 
管理業務費  33,363百万円 
受託業務費       1,021百万円 
建設事業費    1,080百万円 
一般管理費       1,260百万円
（うち退職給付費用  
           △529百万円） 
減価償却費等 74,985百万円 
財務費用           7,396百万円 

当期総利益  2,441百万円 
（△5,471百万円＋7,912百万円） 

 
臨時利益 4,563百万円 
（うち退職給付会計基準改正 
に伴う調整額4,557百万円） 

 

当期純損失 
5,471百万円 臨時損失 5百万円 

臨時損失 500百万円 
積立金取崩額 
3,761百万円 

臨時損失 
 ・固定資産売却損 195百万円 
 ・国庫納付金    304百万円 

臨時利益 
 ・固定資産売却益 124百万円 
 ・資産見返戻入   375百万円 
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５．損益計算書 （2） 

（注）単位未満は切り捨てとしている 

純利益等財務データの推移 

（単位：百万円） 

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

129,399 119,489 119,331 127,809 118,857

17,831 14,961 12,902 11,870 10,333

130,553 117,493 123,615 137,838 119,106

13,560 11,982 10,251 9,325 7,396

4,270 2,979 2,650 2,545 2,937

0 0 0 4,557 0

△ 1,153 1,995 △ 4,284 △ 5,471 △ 249

△ 1,309 1,927 △ 2,434 △ 4,271 529

4,987 3,982 6,730 7,912 3,761

0 0 2,461 4,271 0

△ 1,309 1,927 27 0 529

90,811 90,746 82,857 73,310 69,751

退職給付費用の影
響③＋④

利益剰余金

当期総利益
3,834 5,977 2,446

（△当期総損失）

財務費用 ②

財務収支差①－②

純利益（△純損失）

退職給付費用（△）
等③

積立金取崩額

退職給付引当金負

担軽減積立金④

（注）27年度に計上した臨時損益は「退職給付会計基準改正に伴う調整額」である。

臨時損益

（単位：百万円）

区分

経常収益

財務収益 ①

経常費用

2,441 3,511

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　30ページは、機構の利益の動向を示す資料です。　左の棒グラフは、青が財務収益、赤が財務費用で、緑が純利益です。平成２０年度からの推移を示しております。　右の表は、損益計算書の概要に財務収支差を織り込み、利益剰余金残高を付記したものです。　表の赤線で囲った財務収支差をご覧ください。年々、減少傾向にあることがお分かりいただけると思います。　また、前期、当期は純損失を計上、　積立金の取り崩しにより、利益剰余金も相当額の減少となっております。　 　財務収支差の減少は、26ページの割賦元金のところでご説明したとおり、利水者からの割賦償還に係る償還利子率が５％以上の割賦元金を対象に、毎年度３００億円の繰上償還の受入を実施してきたことなどによるものですが、５％以上の割賦元金は残高が少なくなっており、今後の財務収支差の縮小傾向は収まっていく方向にあると思われます。　続きまして、31ページをご覧ください。



27年度 28年度 

６．キャッシュ・フロー計算書 

H27 
期首残高 

H28 
期末残高 

H27 
期末残高 

H28 
期首残高 

（注）単位未満は切り捨てとしている 

 
H28 

業務活動 
35,471 

（単位：百万円） 

H28 
財務活動 
△42,360 

H28 
投資活動 
△3,039 

38,532 

（単位：百万円） 

区     分 
27 年 度 28 年 度 

イン アウト フロー イン アウト フロー 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー 130,799 △ 109,577 21,221 128,353 △ 92,881 35,471 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 404,845 △ 328,570 76,274 100,939 △ 103,978 △ 3,039 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 15,487 △ 72,935 △ 57,448 8,491 △ 50,851 △42,360 

Ⅳ 資金に係る換算差額     0     0 

Ⅴ 資金増加額     40,047     △ 9,927 

Ⅵ 資金期首残高     8,411     48,459 

Ⅶ 資金期末残高     48,459     38,532 

48,459 

H27 
財務活動 
△57,448 

H27 
投資活動 
76,274  

H27 
業務活動 
21,221 

8,411 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　最後になりますが、31ページは資金の流れを示すものとして「キャッシュフロー計算書」について、ご説明させていただきます。　キャッシュフロー計算書は、「業務活動によるもの」、「投資活動によるもの」、「財務活動によるもの」に分類されます。　「業務活動によるキャッシュフロー」は、機構の本来業務による資金の動きを表しています。収入は、割賦負担金収入が９７９億円、補助金等収入が５７１億円 など。一方、支出は、事業用固定資産の取得に伴う支出として２９６億円（うち、建設事業の実施に伴うものとして２４２億円）管理業務の実施によるものとして２１０億円、人件費が１３６億円 など。　結果、「業務活動によるキャッシュフロー」は、プラス　８２７億円で、前年度より１７３億円ほどのマイナスです。　「投資活動によるキャッシュフロー」は、主として余裕金の運用としての預金等の出し入れによる資金の動きを表しています。今期は譲渡性預金の預入による支出が、払戻による収入を上回ったことにより、マイナス　３４４億円です。　「財務活動によるキャッシュフロー」は、事業に必要な資金の借入・返済による資金の動きを表しています。近年、建設事業予算が小さくなってきており、借入による収入よりも返済による支出のほうが大きく、マイナス　５３３億円です。　これらを合計した今期の「資金増加額」は、マイナス５０億円で、期末の「現金及び預金」残高は、４６億円となっています。



 本資料は、当機構の決算等について投資家等の皆様に情報を提供することを目的とするものです。 

 本資料の内容については、決算の概要・財務状況等を示すものです。 

お問い合せ先 

〒330-6008 
埼玉県さいたま市中央区新都心11番地2 
（ランド・アクシス・タワー内） 
TEL 048-600-6533（ダイヤルイン） 
FAX 048-600-6530 
URL http://www.water.go.jp  
E-mail webmaster@water.go.jp 

独立行政法人  
水資源機構 財務部財務課 
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